
様式２

１ 団体の概要（平成30年4月1日現在）

２ 行政施策との関係

(１)団体活動に関係する行政施策の目的

(２)上記を代替・補完する団体活動の概要

団　　体　　名

代　　表　　者

設立に係る根拠法令等

静岡県労働金庫

一般財団法人　静岡県勤労者信用基金協会

役職員の状況（人）

理事長　石塚智昭 県 所 管 課 経済産業部　労働政策課

設立目的 （定款）
静岡県下の勤労者、年金受給者及び個人事業主等（以下「勤労者」という。）の信用力
を補完する事によって金融の円滑化を図り、もって勤労者等の経済的地位の向上と福
祉の増進に寄与する事を目的とする。

 うち県OB 0

530,000

所　　在　　地 静岡市葵区黒金町５－１ 設立年月日 昭和５３年８月１日

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人
の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

団体ホームページ

出資者 出資額（千円） 比率（％）

 うち県派遣

7

静岡県 300,000 3.0  うち県OB 0

 常勤役員 15.4

点検評価表（県出資25％未満の財団法人等）

19 職員 計 7

0

その他 8,853,200

0 非常勤職員

 常勤職員

 非常勤役員 18

市町（23市、12町） 182,857

労働組合等（1,749団体） 20,617

1.8  うち県派遣 0

労働者向けの各種施策を行うことで労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

勤労者等が金融機関から融資を受ける場合の当該債務について保証を行い融資を受けやすくすることで、勤労
者福祉に係る労働行政を補完し、勤労者等の経済的地位の向上に寄与している。

0.2

基本財産（資本金） 計 9,886,674 100

役員 計89.5
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３ これまでの改革の取組

平成29年度

平成30年度
（6月時点）

・「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」の平成28年度からの適用
実施に伴い、当該制度の理解に努めると共に、想定される自然災害等による被災対
象者(当協会債務保証者)への対応スキームとして、労働金庫業態が制定した「業態統
一対応マニュアル」に沿った対応を行うべく、静岡県労働金庫との間で「自然災害ガイ
ドラインの対応に関する覚書」を締結した。

・広範な勤労者の融資利用ニーズにこたえる為、保証規程の見直しを行い、未組織勤
労者に対する融資の債務保証が大幅に増加した。また、福祉事業団体の一員として
労福協が取り組む「生活底上げ・共助拡大キャンペーン」にも参画し、静岡県労働金庫
が展開する「おまとめスリムキャンペーン」を通して、多くの勤労者の可処分所得向上
に寄与した。

・今後の安定した保証業務の継続に向け、長期間入金がない求償債権について時効
による償却となる前に、複数のサービサーへの債権譲渡を行うなど、安定した財務基
盤の構築につながるよう手続きを進めていく。
・未組織勤労者の利用促進を図るため、「有担保変動保証料制度」の見直しを行う。

平成28年度

平成27年度

・①住宅ローン保証料利用者負担ゼロ②未組織勤労者に対する住宅融資利用金利優
遇制度、夫婦連生団信制度(労働金庫)等の制度改正内容が未組織勤労者に浸透し
た事もあり、債務保証残高の大幅増加となった。
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４ 実施事業

H29

事業区分 自主事業

555,222 281,012 273,746

H27 H28 H29 H30

事業区分

H30H27 H28

事業区分

1

事 業 費

（ 単位：千円 ／ H29以前は決算額、H30は予算額 ）

実 績 等

事 業 名

456,459

新規債務保証金額
　平成26年度　　　　　　　　　平成27年度　　　　　　　　平成28年度　　　　　　　　平成29年度
40,745百万円　　　　　　　　47,010百万円　　　　　　　70,453百万円　　　　　　　74,981百万円

事業概要

・静岡県下の勤労者等の信用力を補完することによって金融の円滑化を図り、もって勤労者等の
経済的地位の向上と福祉の増進に寄与することを目的とする。

・静岡県下に住所または勤務先を有する勤労者等が静岡県労働金庫等から融資を受ける場合
に、金庫等に対して負担する債務の保証を行う。

債務保証事業

2

実 績 等

3

事 業 名

事 業 費

事業概要

事業概要

実 績 等

事 業 費

事 業 名

4

事 業 名

事 業 費
H27

実 績 等

H27 H28 H29 H30

事業概要

H29 H30H28

事業区分
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５ 点検評価（県所管課記載）

① 県の出資の必要性が、現在の
社会経済環境において認めら
れるか

H27決算 H28決算 H29決算 H30予算

 県支出額（千円）

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

 県派遣職員（人）

６ 経営上の課題・改善に向けた取組の方向性

代位弁済する資力を示す代弁能力係数が基準値の１を大幅に上回る34.10であることから、当該法人は健全な経営に
取り組んできたと思われる。今後も的確な債務保証の履行等を通じて健全経営を図りつつ、一方で勤労者等の経済的
地位の向上と福祉の増進という目的を達成するために必要な債務保証は行い、両者のバランスを図って事業を行って
いくことが肝要と考える。

県としては、今後も団体との情報交換を密にし、団体が事業目的に沿って健全経営を確保できるよう経営状況報告等
により団体の経営動向を確認していく。

県所管課意見

勤労者等の経済的地位の向上と福祉増進のための融資円滑化には、安定した
経営基盤が求められるため、県の出資は必要である。

点検項目

② 県からの補助金、委託金等の
支出について、必要性、有効性
が認められるか

③ 県からの職員派遣について、必
要性、有効性が認められるか

支出なし

派遣なし
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